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第１回グリーンイノベーション戦略推進会議 

議事概要 

 

日時：令和２年７月７日（火）９：００～１１：１０ 

場所：経済産業省本館１７階 第１共用会議室 

 

 

１．座長開催挨拶、各省代表挨拶  

〇本日の議論について 

（山地座長）本推進会議の目的は、今年１月に公表された革新的環境イノベーション戦略の具体

化。昨年９月に日本政府が国連事務局に提出した長期戦略にも、２０５０年以降早期に

カーボンニュートラルの実現を目指すためにはイノベーションが重要性であることが強

調されている。 

 

（経済産業省 松本副大臣）統合イノベーション戦略推進会議での宣言を受けて、このグリーン

イノベーション戦略推進会議、および同会議ＷＧが設置された。地球温暖化をとめる大

きな鍵の１つがイノベーションである。過去にストックされたＣＯ２をも削減していく

ビヨンド・ゼロの技術の実現にむけて皆様と共に取り組むことができることをうれしく

思う。本年１月に革新的環境イノベーション戦略を決定し、ビヨンド・ゼロを実現する

革新的技術を２０５０年までに確立するという高い目標を掲げ、３９のテーマについて

リアリティのあるアクションプランを提示した。この戦略が実を結ぶには中長期的かつ

多くの技術領域にわたる技術開発の推進、市場を見据えた実装の検討など俯瞰的な視点

が重要。推進会議には産業、大学、金融機関、研究機関など幅広い分野の方に集まりい

ただいたので闊達なご議論をお願いしたい。ＷＧでは個別の技術テーマ推進について、

専門家による白熱した議論を期待している。革新的環境イノベーション戦略が策定後、

１月には産総研ゼロエミッション国際共同研究センターが設立され、６月には柏木会長

のもとで官民協議会、ゼロエミベイが立ち上げられるなど、産学官の取り組みが次々に

進められている。気候変動問題は世界全体の共通課題であり、こうした取組や技術革新

の成果を国内外に発信することも重要。対外発信の具体策についても検討いただきた

い。この会議を通じて、ビヨンド・ゼロに向けたイノベーションが一層力強く進むよ

う、関係各府省の力を結集し、皆さんと議論しながら進めたい。 

 

（環境省 八木政務官）脱炭素社会の実現にはイノベーション創出のみならず、その事業化、社

会実装が肝要である。そのためには、地域の課題を同時解決する民主導の取組が重要。

コロナ危機に加え、グローバルな課題である気候危機を解決するには、社会を再設計し
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ていくことにより、脱炭素社会、循環経済、分散型社会への移行を進める必要があると

いう指摘が小泉大臣よりあった。こうした状況のもと、脱炭素社会に向けた取り組みも

活発化している。１０１の自治体が２０５０年までに二酸化炭素排出ゼロを掲げた。こ

れは６５００万人にせまる人数。これは脱炭素社会への移行をイノベーションの力によ

って進め、ＳＤＧｓを地域で実施する地域循環共生圏を進める好機でもある。革新的環

境イノベーション戦略に基づく環境省の取り組みを紹介させていただく。本日議題とな

っているＣＣＵＳについては、地域循環共生圏実現のため、今年秋、プロジェクトのひ

とつとして、国内最大かつ商用規模のＣＯ２回収施設の稼働を予定しており、世界初の

商用ＢＥＣＣＳプロジェクトとなる。また、宇宙船に用いられる技術を利用した、大気

中からの二酸化炭素回収の開発実証を昨年度から実施している。さらに廃棄物焼却施設

から排出される二酸化炭素から燃料や原料となるエタノールの製造を行い、ビジネス

化、地域間連携をすすめていく。加えて、人工衛星等による効果検証、データの利活用

の促進にも取り組んでいく。本会議で議論されるようなイノベーションを国際社会に本

格的に発信することも重要で、来年のＣＯＰ２６に向けて各府省庁と連携し、発信して

いきたい。本会議での有意義な情報交換、活発な議論を期待している。 

 

（内閣府 佐藤審議官）革新的環境イノベーション戦略が１月の会議で決定し、本会議はこれを

推進し、フォローアップをしていただく位置づけ。革新的環境イノベーション戦略は、

ＡＩ、バイオ、量子にならぶ政府全体の重要戦略であり、政府をあげて推進する。有識

者のみなさまにはお知恵を拝借したい。内閣府では、先の国会で、科学技術基本法の改

正を行い、第６期の科学技術・イノベーション基本計画を策定しているところ。本会議

の成果を第６期の５年間の中期計画に取り入れていく。皆様に支援をいただければ大変

ありがたい。 

 

（文部科学省 生川研究開発局長）できるだけ早期に脱炭素社会を実現するためには、これまで

の延長線上にない非連続なイノベーション創出をして、産学官の連携強化による基礎研

究から実用化までの切れ目のない研究開発の推進が重要である。また新型コロナウィル

スの感染拡大防止に向けた生活様式の変化がデジタル化を加速しているなど、エネルギ

ー消費のあり方が従来と大きく変わりつつある中、私たちを取り巻く情勢を適宜的確に

とらえて、関係分野の研究開発支援を推進していくということが、これまでになく必要

とされている。このため文部科学省では、革新的環境イノベーション戦略を踏まえ、関

係各所や産業界、アカデミアとの連携のもとで基礎基盤的な研究開発を推進してまいり

たい。具体的には、あらゆる機器の電動化やデジタル化を支えるパワーエレクトロニク

ス技術や次世代蓄電池、核融合などのエネルギー科学技術、変動メカニズムの解明や予
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測精度の向上、観測を含む調査研究、それらデータの利活用を進めるための情報基盤の

強化などの環境科学技術、これら２つの分野に取り組むとともに、大学の知を融合して

我が国の脱炭素化目標の実現に向けた国全体としての位置づけや課題、効果的な技術の

抽出、地方の取り組みの加速化、これらを促進するためのプロジェクト、これらを新た

な取り組みとして進めてまいりたいと考えている。本日の戦略推進会議、またＷＧで

は、基礎基盤的な研究開発に対してもぜひ率直で忌憚のないご議論をいただけるとあり

がたい。 

 

（農林水産省 菱沼局長）農林水産業の特性を３点ほどご紹介させていただきたい。１点目は、

農林水産業は気候変動の影響を最も受けやすい産業であること。２点目は、他の産業と

同様に温室効果ガスを排出する産業ということ。世界全体の温室効果ガス排出量の２

４％が農林業ということになっており、我が国の技術開発により世界に貢献できると考

えている。３点目は、農地、森林、海洋が炭素吸収源としてポテンシャルがあること。

他の産業と違う点であり、農林水産業の炭素吸収は非常に大事であり、技術開発に取り

組んで行く。そういった中で、農林水産省では世界に先駆けて脱炭素化モデルを構築、

発信していくために、農林水産業のゼロエミッションに関する技術開発を農研機構と進

めていく。革新的環境イノベーション戦略の成果の最大化、達成に向けて、今後とも推

進会議ＷＧに積極的に参加し、貢献してまいりたい。 

 

２．委員紹介（推進会議、ＷＧ）、挨拶 

〇委員、座席順に挨拶 

 

３．事務局説明（会議運営、今後の進め方、革新的環境イノベーション、戦略概要・進捗） 

（事務局）資料１、資料１参考１、資料３－１、資料３－２，資料３－３に基づき、説明。 

 

４．企業のイノベーション情報の見える化「ゼロエミ・チャレンジ」の取組紹介 

（経済産業省 梶川室長）資料４に基づき、説明。 

 

５．コロナ危機を受けた海外の動向 

（ＮＥＤＯ）資料５に基づき、説明。 

 

６．事業者からの取り組み紹介（ＣＣＵＳ／カーボンリサイクル） 

〇事業者による報告 

（三菱重工エンジニアリング）資料６－１に基づいて、取り組みを報告。 

 



4/9 

 

（旭化成）資料６－２に基づいて、取り組みを報告。 

 

７．全体ご議論、推進会議座長まとめ 

〇委員からのコメント  

（石田委員）日本は課題先進国といわれて久しいが、課題解決先進国になっていかない。ぜひ

この戦略を盛り立てていけたらよいと思う。個々の技術は大事だが、それをいかにうま

く社会に成果をもたらしていくかが大事だと思っている。基礎的な社会システムの改革

も視野にいれてもらいたい。そういう意味でストックの有効活用、新しい技術をどう組

み込んでいくか、デジタルトランスフォーメーションが大事だと思う。吉野先生のＧＺ

Ｒやゼロエミベイも非常にいい試み。技術開発の専門家にまかせて定点観測するのはす

ばらしい、評価をすると、ＫＰＩによる評価が多く、うまくいかないことが多いが、そ

れだけにとまらず個性あふれる評価をしていただきたい。 

 

（石塚委員）コロナ禍を受けた社会変動にあっても、気候変動対策は非常に重要な課題と認識

している。欧州ではグリーンディールといって、気候変動対策を経済復興の焦点にして

いる。気候変動対策と経済対策の両立は可能。日本でも革新的環境イノベーション戦略

で掲げられた３９テーマを、ＣＯ２削減効果など各テーマごとに具体的な検討を着実に

実施することで、新しいイノベーションを創出することが出来、その結果新しい市場が

生まれると考えている。ＷＧの議論で、テーマごとのダッシュボード、マイルストーン

を見極めながら着実な戦略を実施して頂きたい。ＮＥＤＯも WG での議論に貢献してい

きたい。 

 

（柏木委員）各テーマの進捗を管理して、定点観測を行う担当専門家を任命する「イノベーシ

ョンアナリスト」は非常に重要。戦略の推進にはフォローアップが必要であり、幅広い

年齢層のイノベーションアナリストをおくと良い。米国ではＳＢＩＲ（Ｓｍａｒｔ Ｂ

ｕｓｉｎｅｓｓ Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ Ｒｅｓｅａｒｃｈ）みたいに、税金をベンチ

ャーの株式に利用できる形式にすることで、ベンチャーが安心して活動できている。審

査員がプロ級でないと、往々にして間違うことが多い。専門家の位置づけをきちっと

し、継続性をもたせるためにもアナリストを任命することで、税の効果的な活用につな

がるのではないか。アクションプラン、イノベーションダッシュボード、イノベーショ

ンアナリスト、これらの連携を通じしてアクセラレーションするというこのプロセスだ

けはしっかり進めてほしい。会長を拝命した東京湾ゼロエミッションに関しては、全面

的に３９テーマに合わせてシステムオブシステムズという形で、日本を代表する企業の

連携を進めていきたい。 
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（久間委員）イノベーションアクションプランを着実に遂行して、脱炭素社会の実現と経済成

長を両立させることが重要である。そのためには、我が国の産学官すべての関係者がこ

のプランを理解・共有するとともに、技術開発から社会実装までを連携して進めること

が必要である。実用化のためには民間投資の喚起が必須である。39 テーマ全てに対し

て実用化時期とコスト削減の目標値を設定したことは大きな進歩で、産業界や投資家に

対してわかりやすい指標を与えた。ただし、民間投資を呼び込むには、技術開発のマイ

ルストーンの設定だけでは十分でなく、ビジネスモデルの構築が必要である。日本人が

苦手とするところであるが、環境エネルギーに関しては、技術開発で勝って、ビジネス

で負けるとならないように、39 テーマそれぞれに対してビジネスモデルを検討すべき

である。例えば、グリーンイノベーション戦略推進会議が司令塔になって、若手からシ

ニアに至る研究者、産業界、投資家、社会科学者等を集めて、ビジネスモデル構築の議

論の場を設定してはどうか。ＷＧの委員の方々にお願いしたいことは、39 テーマの

「目標スぺックと実用化時期の精度の向上」、「ビジネスモデルの構築」、「産学官連

携に向けた競合領域と協調領域の設定」、「国際標準化の推進」等である。これらに対

して、大胆かつ実効性のある施策を作っていただきたい。その際、実用化された時のイ

ンパクトの大きさとその定量化、グローバル競争力強化をしっかり押さえたシナリオを

作っていただきたい。 

 

（小林委員）３点申し上げる。１点目は、去年の８月に民間約５０社でカーボンリサイクルフ

ァンドを設立した。カーボンリサイクルに係る研究へのグラントを公募したところ、３

８件の応募があり、８件を採択する予定だ。本会議とも情報交換しながら進めていきた

い。２点目は、旭化成のポリカーボネートの技術のようにＣＯ２削減に向けて具体的で

短期間のうちに力になり得るものと、人工光合成や遺伝子工学、ひいては核融合など、

最短でも１０年単位でようやくテクノロジーが具体化するものなど、技術ごとに時間軸

は大きく異なっている。時間軸を明確にしながら CO２削減量とコストのマッピングの

精度を上げていってもらいたい。３点目に、ＮＥＤＯの資料で、世界銀行やＩＭＦが今

年の世界のＧＤＰが７～８％も下がると予想している中でも、ＣＯ２排出の減少幅はＩ

ＥＡ発表で昨年比わずか８％、しかもＣＯ２の絶対量はストックとして増えている。と

なると、排出量を減らすだけでなく、ＤＡＣやＣＣＵＳなどのテクノロジーも一段と重

要視すべきでないか。やはり世に出てしまったＣＯ２そのものを減らすということ。ム

ーンショットの中でも重要なテーマとして位置づけて、世界に向かって日本の立ち位置

を発信していくことが重要だと思う。 
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（杉森委員）経団連としても政府と連携してゼロエミ・チャレンジにしっかり取り組んでいき

たい。革新的環境イノベーション戦略においては、技術開発と社会実装を加速していく

ことと、それを国際的に見せて評価されることの両面が重要。そうした観点から戦略実

行の司令塔である推進会議に期待をしている。３点申し上げる。まず、戦略の見直し・

充実についてである。現在取り上げられていないプロジェクトでも、民間が進めている

有望な研究開発もある。戦略の進捗管理を行う中で、それらを柔軟に取り入れていくこ

とが有益である。例えば、ＣCＵＳやカーボンリサイクルのように、さまざまな主体や

技術が有機的に組み合わさって、全体として初めて社会実装が実現できるものもある。

各企業、業種はもとより、府省間も含めて連携していく仕組みづくりが必要。２点目は

資金についてである。革新的な技術は、研究開発から実用化まで長期にわたり民間では

リスクを負いきれないものも少なくない。民間投資の拡大やＥＳＧ投資を積極的に呼び

込む施策も大事だが、政府の研究開発予算のさらなる拡充も不可欠。さらに社会実装を

着実に進めるうえで初期需要を創出することも重要で、規制改革、政府調達等のツール

も活用して、戦略的に推進していくことが必要。最後に国際的発信を担うイニシアティ

ブに関しては、さまざまな府省が担当している国際会議があると思うので、連携を取り

ながら政府一体となって発信していく必要がある。 

 

（関根委員）苫小牧のＣＣＵＳ、大崎上島でのカーボンリサイクル、浪江の水素、福島ＦＲＥ

Ａの再エネ、吉野先生の産総研ＧＺＲがキーとなって次世代の技術をまとめていく。ふ

と気づくと、今日ご説明いただいたペトケミやＥ－Ｆｕｅｌの拠点がない。素材課や備

蓄課がタッグを組んでいただいて、旭化成、三菱ケミカル、エネオス、ＪＦＥが水島に

集まっているコンビナートのような場を生かしつつ、国が後押しして、ゼロエミ、ＣＣ

ＵＳ、プラスチックリサイクル、そういったものの拠点として、Ｅ－Ｆｕｅｌやペトケ

ミを背負うような場所があっても面白いのではないか。 

 

（竹内委員）３点ほど申し上げる。１点目が、地域での実証、事例づくりを意識してやってい

く必要がある。個々の要素技術の開発だけでカーボンニュートラルを可能にするような

大幅なＣＯ２削減は難しい。エネルギー、モビリティの掛け算、そこに社会課題を乗せ

て、社会システムを変えていくことが重要で、それがビジネスベースで回らなければな

らない。補助に依存しているのであればサスティナブルでない。それには多くの実証を

重ねることが必要。地域のスマートシティ戦略も含めて、事例を作っていくということ

をお願いしたい。２つ目に国際情報の発信力について。ＲＤ２０やＩＣＥＦといった取

組はもっと評価されるべきだが、多くのメディアや国、自治体、ＮＧＯ、研究所も集ま

るＣＯＰで日本の発言が少ない点が懸念。日々英語での発信を留意してもらう。この会
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議も概要を英語でホームページに載せると聞いたが、長いものでなくてよいのでこまめ

に打ち続けるということをお願いしたい。最後に政策につながるが、エビデンスベース

でやっていく必要がある。例えば、この技術開発にいくら支援することで、ＣＯ２を何

トン、何％減らす、どの程度のコストがかかり、そのコストが５，１０年後にはいくら

になるか、というのを説明していく義務がある。環境の施策はイメージ先行になりがち

で、コスト負担や日常の不便が伴ってくると、取組の効果に国民は疑問を持つようにな

る。コロナによる経済停滞も数年単位で効いてくることを含めると、こうしたエビデン

スを基づいた説明も意識する必要がある。 

 

（竹森委員）統合融資の事例を見ている立場から２点お話したい。１つ目は活動がいかにサス

ティナブルなのかが大事。単発で終わらせず、お金が回り続けることは大事。こういう

事業はかつて産業界が作ってきたが、まさにＩＣＴ技術の発展から個々の発信力が非常

に強く、個々の価値観から産業を作っていくような産業の作り方が逆転している。使っ

てもらい、良さを実感してもらい、浸透させていく。トライアンドエラーが必要。社会

実装の仕方にも工夫がいる。そういう意味で定点観測は重要だとおもう。２つ目に金融

機関は血液だと思っている。事業をいかにサスティナブルに回していくか。資料４でゼ

ロエミ企業の公表があるが、非常によいが、公表だけではよわい。政策機関が呼び水に

なり、金融機関が個々の事業に入っていきながら、地元、クラウドファンディング、ス

タートアップベンチャー企業など、地域、世界などと取り組んでいく。個々の価値観が

受けて入れてくれるようなＣＯ２の排出、かっこいいディールを仕上げていくことが産

業の社会実装を浸透させていくことが必要ではないかと思う。財政措置を効果的に取り

入れて、レバレッジを効かせていく、そうした仕組みづくりを考えていきたい。 

 

（橋本委員）総花的な印象がぬぐえない。フラッグシッププロジェクトを立てるべき。太陽電

池がここまで広がっているのは１９７０年代のサンシャイン計画でいうプロジェクトの

成果だが、ビジネスで負けた。日本がどれだけ貢献してきたかを今からでも世界に打ち

出して発信すべき。今回もこういうことをやるのだ、と打ち出すいいチャンスだと思

う。例えば、日本では水素社会と決めたのだから、グリーン水素を作る、というやり方

があると思う。これはまだ解決していない。不安定な電源である太陽電池を使ったグリ

ーン水素製造は、まだ解決していないが、改良できる。グリーン水素のコストの問題も

既存の技術の積み重ねで解決可能。一方で人工光合成はもう５０年やられているが、ブ

レークスルーが必要。ボトルネックを明確にして集中的にやる。その他に、新しい学問

として生まれてくるものがあり、例えばバイオテクノロジーだ。サイエンスとして新し

いものが生まれてくると、われわれが考えなかったものが出てくる。例えば、グリーン
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水素をフラッグシップとして、サンシャイン計画の反省を入れて、いかにビジネスで負

けないかということを今の段階から議論していく、ということを政府として掲げられる

のではないかと思う。 

 

（佐伯委員）ＥＵのグリーンディール、特にイギリスやドイツは国レベルでも戦略を作ってい

るので、まさにグリーンイノベーション戦略は重要。戦略を進めていくうえで可視化す

ることは重要なのでダッシュボードを進めてもらいたい。そのうえで、３点述べる。経

産省と文科省でマテリアル戦略をつくっている。日本が強い分野であり、革新イノベ戦

略とも組合せて力強いものにしたい。２点目は地域。地域実証に加え、コロナで日本の

強靭化を考えるときには地域が重要であるということが明らかになった。これをどう生

かしていくかを戦略的に考えるべき。３つ目は、新しい技術。常に感度をよくして、海

外の動向をみながらチェックしていく必要がある。これらについて全体を俯瞰し、整理

することを推進会議で議論できればよい。 

 

（森口委員）技術を俯瞰的に見られるリストで全体像を把握できるのはよい。ＬＣＡの観点か

らすると、吸収されたＣＯ２の１００％効果があるわけではなく、間接エネルギーが必

要であるため、カーボンが出てしまう。それを防止するために再生可能エネルギーを使

っていくという客観的な評価は重要。ＣＯ２は非常に大きなフローであり、国内でカー

ボンとして年間３億トン強排出されている。話題になっているプラスチックは１０００

万トンオーダーであり、２桁近く違う。ＣＣＵは重要な技術であるが、総量のポテンシ

ャルを冷静に考えるべき。２点目として、こうしたイノベーション、技術を進める際、

社会全体をいかに脱炭素に向けていくか、という点が重要。そういう観点で、技術のイ

ノベーションとともに社会のイノベーションが重要。海外のポストコロナの動きを紹介

いただいた。コロナ後の社会経済がどう変革するかは見通せないが、受け身というより

は脱炭素につながるような社会像、地域像を積極的に考えていく。感染症をはじめとす

る他の問題と脱炭素をＷｉｎ－Ｗｉｎの関係で両立させていくのかという視点が重要。

そうしたビジョンをもって有効な技術を見つけ出していくことが重要。技術を生かして

いくためにも、社会実装、社会そのものの将来の姿を見据えていくことが重要だと考え

る。 

 

（森本委員）実用化につなげていくことが大事。金融の立場からすると、ゼロエミ・チャレン

ジは素晴らしい取り組みだ。企業リストの作成、企業マッピング、国内外の発信、連携

は非常にありがたい。ただし、きれいな資料は魅力的に見えないというのがある。これ

からＷＧの際、例えば各専門家の意見をチャットのような形で盛り込まれると、投資サ
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イドからすると値千金の値打ち。もう一つは、地域に落として、どう社会実装されるか

という点、市場性を常に見ながらやることが重要。 

 

（吉野委員）昨年ノーベル賞を受賞させていただいた理由は２つあり、１つはリチウムイオン

電池の開発が現在のモバイルＩＴ社会に貢献した点。２つ目はリチウムイオン電池の開

発がこれからサスティナブル社会に貢献していくでしょうね、とういこと。現在のモバ

イルＩＴ社会を振り返ると、世界中が一斉に動き出したのが１９９５年。現在の２０２

０年は明らかにモバイルＩＴ社会を実現しており、２５年前にスタートをきっていた。

これをサスティナブル社会に当てはめると、我々がゴールとする２０５０年から２５年

遡った２０２５年は大阪万博の年。２０２５年は世界にとっても重要な年になる。した

がって、２０２５年には具体的に１人か２人、サスティナブル社会の実現に向けて動き

出して、なおかつ成功例がなければならない。成功例が出ると、乗り遅れたら大変とい

うことで世界も動き出す。モバイルＩＴ社会でもそれが現実だったと思う。モバイルＩ

Ｔ社会、ＩＴ革命での最初の成功例であるマイクロソフトやインテルのような存在が１

つ、２つ出てくるのが２０２５年。そこから２５年かけて、サスティナブル社会の実現

に向けて動き出す。望ましくはその２０２５年の成功者が日本から発信され、この戦略

会議の成果が成功例になりました、とつながるのが理想的だ。 

 

（山地座長）非常に広範囲で論点が多い。革新的環境イノベーション戦略の具体化とあるが、

その中に３９のテーマがあり、追加も検討しようとなっている。かつ温暖化対策に効果

があるのかを評価しなければならない。社会実装化、国際競争力、サイエンスがある、

といろんな局面があると感じた。そういう意味では、事務局提案のイノべーションダッ

シュボードは地味だが、広範な論点を俯瞰的に見るという意味では整理できるので良い

と思う。ただしチャレンジだけを勝ってはだめで、効果がなければならない。そのため

に社会実装がなければならない。ファイナンスはどうか、グリーンリカバリーという言

葉はいいが、イノベーションは社会に効果があるまでにタイムラグがある。そういった

点に基本的な課題があると感じた。ＷＧへの期待などもあり、ＷＧでは専門的な議論を

していただきたい。ただ、やはりチャレンジの部分も忘れないでほしい。小林委員がお

っしゃったように、革新的環境イノベーション戦略、ビヨンド・ゼロということにチャ

レンジし、社会実装も踏まえて、その上でどう取り扱っていくのかをＷＧで深めていた

だきたい。 

 

 

 

以上 


